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［研究要旨］本研究では、拠点病院及び小児がん診療病院における診療連携方法の確立を研究し、

チーム医療を推進することで、真に機能する連携のあり方を検討することを目的とする。 

 小児がん拠点病院15施設による小児がん患者推定捕捉率は40%であるが、地区によってばらつき

がある。固形腫瘍の診療に関しては、様々な診療科の連携が必要となるため、拠点病院への集約が

進んでいることが示されたが、現状としては十分なものではない。今後、小児がん看護に関わる看

護師長および看護師スタッフの実態調査、QIの作成および医療の質の可視化、患者満足度調査によ

り、小児がん医療の実態を明らかにするとともに、患者およびその家族が安心して医療を受けるこ

とができる小児がん医療体制につなげることを最終的な目標としている。 

 

 

Ａ．研究目的 

  平成24年2月に小児がん拠点病院（以下「拠

点病院」とする）が全国に15施設指定されたが、

小児がん医療の実態と理想の間には、依然とし

て乖離がある。今回、拠点病院が指定されたこ

とは、理想実現の第一歩であり、今後は拠点病

院の医療の質を向上させることで、より理想的

な小児がん診療を行うことの出来る体制を構築

する必要がある。本研究では、拠点病院及び小

児がん診療病院における診療連携方法の確立を

研究し、チーム医療を推進することで、真に機

能する連携のあり方を検討する。診療連携の

様々な側面で、拠点病院内外での連携について

調査研究を行い、問題点を整理することで、真

に機能する診療連携を目指す。 

 

Ｂ．研究方法 

１）診療連携方法の確立 

 今年度は、各小児がん拠点病院における医療

提供の実態調査、小児がん患者の動態調査を行

い、小児がん医療連携の問題点の整理を行った。 

 また、（旧）日本小児血液学会疾患登録「小児

期に発症する血液疾患に関する疫学研究」、なら

びに（旧）日本小児がん学会「小児がん全数把

握登録事業」による2008年から2010年までの



 

都道府県別新規小児がん発症数を分母として、

15 の小児がん拠点病院における 2013 年の小児

がん新規患者数を分子として、拠点病院による

推定捕捉率を求めた。 

 

２）小児がん医療でのチーム医療のあり方 

 小児がん医療において、小児科医のみならず

他診療科医師との連携は重要である。さらに病

理医、放射線科医師、小児がん専門看護師、薬

剤師、検査技師、臨床心理士、小児がん相談員

などの役割分担と連携のあり方について、各拠

点病院に対する実態調査を計画した。小児がん

患者・家族が治療・療養を受ける施設環境、看

護体制、小児がん看護師教育の実態を、病棟看

護師長の立場、看護師スタッフの立場、それぞ

れからアンケートを取ることで、拠点病院にお

けるチーム医療、連携への課題を明らかにし、

解決策を検討する準備を行った。 

 

３）小児がん診療における Quality Indicator 

(QI)の作成 

 小児がん診療に適合した医療の質を表す指標

(Quality Indicator:QI)を作成するために、成

人がんにおけるQIの項目について検討を行い、

小児がんに応用することの可能性を検討した。  

 

 

Ｃ．研究結果 

１）診療連携方法の確立 

 全国に発症する小児がん患者数の、およそ

40％が 15 の拠点病院に集約されていることが

推定された。地区毎に推定捕捉率を見た場合、

近畿地区の推定捕捉率は 59.4%と高率であるの

に対して、中四国地区は 26.6%、東北地区は

28.1%に留まっている。 

 

 疾患分布に関しては、12の小児がん拠点病院

で固形腫瘍の診療割合が血液腫瘍の診療割合よ

り多い結果になった。 

Solid Tumors Hematological 
malignancies 

Patients with Solid Tumors tend to gather to Core Hospitals 

 

 

２）小児がん医療でのチーム医療のあり方 

 チーム連携で重要な役割を担う看護師に焦点

を当て、それぞれの小児がん拠点病院が自施設

の医療の質をどのようにとらえ、実践している

か客観的に明らかになることを目指した。そう

することで今後拠点病院の質を向上させる仕組

みを作成でき、小児がん患者及び家族の満足に

つなげることができる。さらに、長期的な患者

及び家族の支援が可能となる。 

 調査票は先行研究を参考に小児がん看護の研

究者および実践者で吟味し、自作の調査票を作

成した。さらに、小児がん看護に関わる看護師

長および看護師スタッフにプレテストを実施し、

調査票の用語の明確さや表現、重複質問の有無

など助言を求めた。 

（１）看護師長用（資料１） 



 

   ①施設環境（16項目） 

   ②看護体制（15項目） 

   ③教育研修体制（8項目） 

（２）看護師スタッフ用（資料2） 

   ①施設環境（16項目） 

   ②看護実践（96項目） 

   ③教育研修体制（2項目） 

  

３）小児がん診療における Quality Indicator 

(QI)の作成 

 小児がん診療についての QI として公表され

ている、カナダ・オンタリオ州の Pediatric 

Oncology Group of Ontario（POGO）のQIから

本邦の診療実態にも合致していて用いることが

可能なQI候補を選択した。ガイドラインとして

は、英国国立臨床研究所（NICE）の小児がん診

療ガイドライン、厚生労働省の指定要件、日本

病院会の QI も参考にして、QI 候補を選択し、

案とした。 

 

Ｄ．考察 

 標準リスクの白血病診療に関しては、日本国

内での均てん化は比較的達成されていると考え

られるが、再発、難治白血病症例に関しての診

療に関しては、それぞれの施設間での格差があ

る。また、固形腫瘍、特に脳腫瘍、網膜芽細胞

腫などある程度の患者数があるにも関わらず、

診療を行っている医療機関が比較的少ない疾患

に関しては、集約化はある程度進んでいるもの

の、固形腫瘍、脳腫瘍等の診療を専門とする小

児科医の不足、小児を専門とする脳神経外科医、

眼科医等の絶対的な不足により、拠点病院間の

みの連携では、十分な連携とは言えないことが

問題である。 

 疾患別の分布を見た場合、日本小児血液・が

ん学会の登録データによれば、全体では固形腫

瘍と血液腫瘍の割合は、ほぼ 50%であることか

ら、固形腫瘍に関しては、小児がん拠点病院に

集約が進みつつあることが示唆された。 

 それぞれの拠点病院で取り組んでいる小児が

ん医療提供は、地区や医療機関の性格から異な

っている。都市部の拠点病院のように比較的病

院間の距離が遠くない場合での医療連携のあり

方と、北海道、東北、九州地区などのように小

児がん診療病院の総数が少なく、遠距離からの

患者受け入れを余儀なくせざるを得ない地区で

の医療連携の課題は異なる。東北地区、中四国

地区は、九州地区、北海道地区と同様に、一つ

の拠点病院でそれだけの小児がん患者を診療し

ていることになり、その意味で集約化が進んで

いることを示していると考えられる。近畿地区

は、それぞれの拠点病院が比較的地理的に近接

しており、患者の動態の面では比較的有利であ

ることが推測された。関東甲信越地区では、４

つの小児がん拠点病院は首都圏に集中しており、

新潟や長野といった地区といかに連携するかが

これからの課題であると考えられた。 

 小児がん医療において、小児科医のみならず

他診療科医師との連携は重要である。さらに医

師のみならず、小児看護専門看護師、薬剤師、

検査技師、臨床心理士、小児がん相談員などの

役割が十分機能することで、真の患者・家族の

QOLを高める医療を提供することができる。 

従来の研究では、拠点病院の診療実績、患者・

家族の実態調査に主眼が置かれていた。しかし

今回の研究によって、拠点病院でのチーム医療

の実態の一部を把握することができる。拠点病

院は、我が国の小児がん医療の質の向上のため

現在有用に機能しているか、十分であるかどう

か施設内外を含めた多職種の連携分担と連携の

あり方について、考察することができると考え

られた。今後、27年度には、そのアンケートを

実行し、最終年度までに、各地域ブロックでの

人材育成プログラムの企画、立案について検討



 

する予定である。 

 成人の QI となっている外来化学療法実施件

数などは、小児がんの場合プロトコール治療が

ほとんどであり、抗がん剤静注による外来化学

療法はほとんど行われず、小児がん医療の質と

つながらないことが示された。これらの検討か

ら、小児がん独自のQIを設定する必要性が明ら

かになった。次年度は、具体的なQIを作成する

ことを目標とする。医療の質を可視化すること

により、意識を共有することができ、医療現場

での PDCA (Plan、Do、Check、Action)サイクル

を回すことが可能となる。それぞれの小児がん

拠点病院が、自施設の医療の質を自律的に向上

させるような仕組みに資することを期待する。

最終的には、医療の質を高めることで、小児が

ん患者及び家族に還元することができると考え

られる。 

 最終年度に、患者とその家族の満足度調査を

行い、拠点病院間で比較する研究を行う。満足

度調査の内容に関して、生存とその質、終末期

医療など全てについて総合的に測定する指標を

作成し、最終的なアウトカムとする予定である。 

  

Ｅ．結論 

 小児がん医療における集約化と均てん化が課

題となっている。小児がん拠点病院15施設によ

る小児がん患者推定捕捉率は 40%であるが、地

区によってばらつきがある。固形腫瘍の診療に

関しては、様々な診療科の連携が必要となるた

め、拠点病院への集約が進んでいることが示さ

れたが、現状としては十分なものではない。今

後、小児がん看護に関わる看護師長および看護

師スタッフの実態調査、QIの作成および医療の

質の可視化により、小児がん医療の実態を明ら

かにするとともに、患者およびその家族が安心

して医療を受けることができる小児がん医療体

制につなげることができる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．学会発表・論文発表 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし

 


